
様々なしがらみから解き離れた観点から、独立のシンクタンクとして、大胆に社会に提言を行い、SDGs の達成と持続可能な

開発の構築に向け活動を行います。季刊第 4 号未来構想レター（2023 年４月号）をお届けいたします。 

 

今年は暖かく例年より早く桜が満開となりました。

一般社団法人未来構想会議も設立から 3 年度目を

迎えることになりました。皆様のご支援のおかげと

深く感謝しております。本年度はより一層活発な活動を実施していきたいと

思っております。 

 

柳澤協二/ＮＰＯ国際地

政学研究所理事長より、

新たに制定された防衛三文書

とその課題について説明を受

ける。柳澤氏は現在の国際情勢の中で、日米安保体制の中で実際に敵基地攻撃能力

を行使することは、戦争当事者となることであり、他方、在日米軍の日本国内から

の攻撃を認めないとすれば、日米安全保障条約の破棄につながる選択となる。例えば、台湾有事の際に在日米軍とともに行動すれば当事

者となり、他方参加しなければ日米安全保障条約の破棄につながる。現在国会における質疑の中心となっている防衛費の増額の問題より

ももっと重要な問題がそこにある。現実的に考えれば台湾有事が起こらないようにするよう日本は外交面で努力するしかない。特に世界

的に相互依存が進んでいる中で安全保障も一国単独では存在せず、多国的な対応が必要となっている。また現在の中国の経済的な力を考

えたとき、中国の存在は無視できなくなっていることは事実である。国会では論

点をもっと明確にして本質的な安全保障の議論をすべきであり、国会議員は真剣

に国民の命と安全保障について責任を持つべきであると述べた。質疑応答の中

で、塚脇正幸理事から、エネルギー安全保障の分野でも同じで、中国製品に依存

することによって高まるリスクや費用の面からも新しいエネルギー安全保障メカ

ニズムを再構築していく必要があると提案があった。 

河村建夫会長、増子輝彦理事長、大久保勉理事、蒲生篤実理事、塚脇正幸理事

が参加。富田茂之副理事長、大久保泰典理事、蒲原基道理事他が ZOOM で参加。 

 

 

三浦章豪 内閣官房 新しい資本主義実 現本部事務局次長より、新しい資

本主義として取り組む、リス

キリングや創造的人材の育

成、また子育てしやすい環境を創造的に構築する方法などの説明を受けた。さらに具

体的な施策として．スタートアップの起業加速及びオープンイノベーションの推進、

ＧＸ（グリーン・トランスフォーメーション）及びＤＸ（デジタル・トランスフォー

メーション）への投資の説明があった。新しい資本主義を実現するために、いわゆる

新自由主義的な競争原理だけでは社会の発展が望めないことを踏まえ、社会全体で中

長期的に同じ目標を共有したうえで、イノベーションやスタートアップを生み出すよ

うな仕組みづくりを考えている。このことは SDGs に見るように世界的にも同じ方向

性といえる。私見と断りながら、これは時間の幅の問題で、1 年目で最も利益を出す

こと、あるいは 10 年後に最も利益を出すことを考えるのかによって政策は全く異なってくると思うと述べた。参加した大久保泰典理事から

大企業から中小企業に移籍した経験を踏まえて、雇

用の流動性を確保するための政策の重要性が示され

た。河村建夫会長（代理）、増子輝彦理事長、蒲生

篤実理事、生貝健二監事が参加し、富田茂之副理事

長、大久保泰典理事、谷口久徳理事他が ZOOM で参

加。 

未来構想レター 

（春季） 
一般社団法人未来構想会議 
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村上敬亮デジタル庁統括官は日本におけるデジタル社会の基盤となるマイナ

ンバーカード発行数が 2023

年 2 月 5 日に 8579 万を超

え、国民全体がデジタル情

報を活用できるようになった。このマイナンバーと連携した形でサービスの提供がで

きるようになってきた。電子マネーの特性を生かした地域創生の具体例として、伊豆

地域の町おこしを挙げた。そこではタクシーなどの地域交通の最適化とともにクーポ

ンを活用して特産品の入手に関する利便性を向上させる、などの電子マネーの活用に

ついて事例が示された。また現実的にデジタル社会を推進する上で、利便性の高いソ

フトウエアの構築が容易でないことが障害となっていることを踏まえ、社会意識調査

を容易にするようなソフトウエアを開発し公開していることを紹介した。またオープ

ンソースなどで優良なソフトウエアの利用が容易になるような制度設計をしていることも示された。河村建夫会長（代理）、増子輝彦理事

長、蒲生篤実理事、大川達也理事が参加。 

 

市川篤志デジタル田園都市国家構想実現会議事務局次長よりデジタルを

活用した地方創生について説明を受けた。最も重要なカギは地方で若い人たちが十

分な所得機会を得ることである。その実現を具体的にどのようにするかが重要であ

る。コロナの影響もありテレワークの普及や地方移住への関心の高まりなど、社会

情勢がこれまでとは大きく変化している。政府としては今こそデジタルの力を活用して

地方創生を加速化・深化させ「全国どこでも誰もが便利で快適に暮らせる社会」を目指

している。そのためのインフラとなる光ファイバー網、５G など整備も進んでいる。都

道府県でデジタル実装の姿を実現できるようするために各地のビジョンを後押ししてい

る。中には地方創生といっても受け入れる地方の側の事情や思惑もあり、容易ではな

い、と政府の取り組みと現状を説明した。 

河村会長から日本の人口減少と地方創生、地方への人口移動推進の政策、さらに地方

創生推進交付金とデジタル田園都市国家構想交付金がどのように違うのか質問がなされ

た。また増子理事長は、都道府県を通す現在の補助金の在り方を見直すべきである。現

状では都道府県の市町村への権限が強く、機能的・弾力的な運用がなされないことが

多々あり、その改善が必要であると述べた。蒲生理事からも観光事業推進に関する補助金について、都道府県を通さず市町村や企業・事業

者に直接交付する新しい取り組みについての実例が紹介された。河村建夫会長、増子輝彦理事長、蒲生篤実理事、大川達也理事が参加。 

 

 

２月１４日 マグナス・ホルムクビスト スウェーデン放射性廃棄物

管理会社(SKB) 社長が竜啓介氏(SKB インターナショナル日本)と未来構想会

議事務所に来所され、増子理事長、富田副理事長と共にランチをしながら 3 年ぶ

りの旧交を温めた 。  

 マグナス社長とは 2013

年 9 月にスウェーデンの最終処分エスポ岩盤研究所視察に訪問して以来 10 年来交流

を続けてきた。この間、訪日される度に意見交換をし交流を深めてきた。コロナ禍の

影響で久しぶりの来日をされ、

スウェーデンにおいて最終処分

場建設が決まり、今後の運営な

どについて意見交換をした。 

また未来構想会議は最終処分

場問題に大胆な政策提言を行っ

ていきたいと概要を説明し、賛同を得た。増子理事長より、富田副理事長とまたスウ

ェーデンを訪問したいと述べ、マグナス社長よりお待ちしていますと返事があった。

国際的にも高レベル放射性廃棄物の処理は大きな課題となっているが、責任をもって

先駆的取り組みを行っているスウェーデンの事例は有意義と再認識した。 

 

 

 

 

一般社団法人未来構想会議ホームページをご覧ください！ 

https://ffv.jp/news/ 

マグナス・ホルムクビスト 

スウェーデン放射性廃棄物

管理会社(SKB) 社長来所 

2月 16日未来構想会議第 8回勉強会

「デジタル社会の未来」 

2月 27日未来構想会議第 9回勉強会

「デジタル田園都市国家構想」 

未来構想会議 動静 


